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要 約
本研究では地域ケア会議に焦点を当てて、平成２６年調査と平成２８年調査における地域ケア会議
等の開催状況について経年比較を行うとともに、平成２８年調査の地域ケア個別会議と地域ケア推
進会議の実際を記述的に明らかにすることを目的とした。
経年比較の結果から、平成２６年調査の地域ケア会議の開催状況は約８割程度の地域包括支援セ
ンターが開催していることに比して、平成２８年調査の地域ケア個別会議の開催状況は約９割程度
と増加の傾向が見られる一方、地域ケア推進会議については約６割程度の開催状況であることが
明らかになった。また、平成２８年調査の地域ケア個別会議と地域ケア推進会議の評価について、
「目的明確化」「目的を関係者と共有」「地域課題の把握」等の項目に対して、多くの回答者が高
く評価をしている一方、「政策提言」に関する項目では両会議の評価が低いということが明らか
になった。さらに、両会議開催している地域包括支援センターの評価と特定の会議のみ開催して
いる地域包括支援センターの評価を比較すると、ほとんどの項目に対して、両会議開催している
地域包括支援センターの評価がわずかに高いということが明らかになった。
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．研究の背景と目的
我が国の急速な人口構造の少子高齢化に伴い、社会保障給付費は年々増加し、平成２９（２０１７）
年度予算ベースでは、社会保障給付総額が１２０兆円を超え、部門別にみると、「年金」が５６．７兆円
（４７．１％）、「医療」が３８．９兆円（３２．３％）、「福祉その他」が２４．８兆円（２０．６％）と示されている
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（厚労省 HP１）。
潮谷・永田ら（２０１７a）は、こうした我が国の人口構造の少子高齢化が進展する社会経済構造
において、増大化、多様化、複雑化する国民の社会的ニードに対応するための種々の社会保障制
度改革に着目し、関係法律の改正内容や厚生労働行政の政策動向に係る資料について整理および
概観し、それらの社会保障制度改革には、医療と介護を生活圏域において一体的に提供するため
の地域包括ケアシステムの構築や、当該システムをさらに深化させた全世代・全対象型の地域包
括支援システムの構築が求められている状況にあると述べている。
このように地域包括ケア及び地域包括支援システムの構築が急速に進められてきている状況に
おいて、地域包括ケアシステムの構築を実現するための重要な手法の一つとされている地域ケア
会議（一般財団法人長寿社会開発センター、２０１３）についても種々の見直しが行われてきている。
例えば、地域ケア会議をめぐる直近の政策動向をみると、２０１１（平成２３）年に改正された介護
保険法に地域包括ケアの理念が規定され、２０１２（平成２４）年、２０１３（平成２５）年に「地域包括支
援センターの設置運営について」（厚生労働省通知）が一部改正されるとともに、平成２６年の介
護保険法改正においては「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律
の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号。以下、「医療介護総合確保推進法」という。）」（厚
労省 HP２）の公布を受けて、介護保険法第１１５条の４８第１項の目的に地域ケア会議の開催努力
を示す趣旨が明示され、地域支援事業（社会保障充実分）に地域ケア会議の推進が加えられるこ
ととなった。
また、「地域支援事業の実施について（老発第０６０９００１号平成１８年６月９日、最終改正老発０５２７
第３号 平成２８年５月２７日）」（厚生労働省通知）によれば、介護保険法第１１５条の４８第１項およ
び第２項を踏まえて、地域ケア会議を地域ケア個別会議と地域ケア推進会議とに分けて、両者の
関係について、以下のように整理している。
「市長村は、１の（４）の包括的・継続的ケアマネジメント業務の効果的な実施のために、
介護支援専門員、保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係
者、関係機関及び関係団体（以下「関係者等」という。）により構成される会議（以下「地
域ケア会議」という。）の設置に努めなければならないこととされている。（法第１１５条の４８
第１項）
個別ケースを検討する地域ケア会議（地域ケア個別会議）は、地域包括支援センター等が
主催し、医療、介護等の専門職をはじめ、民生委員、自治会長、NPO法人、社会福祉法人、
ボランティアなど地域の多様な関係者が協働し、介護支援専門員のケアマネジメント支援を
通じて、介護等が必要な高齢者の住み慣れた住まいでの生活を地域全体で支援していくこと
を目的とするものである。なお、介護支援専門員の資質向上に資するよう、市町村内の全て
の介護支援専門員が年に１回は地域ケア会議での支援が受けられるようにするなど、その効
果的な実施に努めること。
奥村・潮谷・永田・吉田・宮野・地域包括支援センターにおける地域ケア会議に関する一研究
－地域包括支援センターに関する全国調査結果の経年比較に焦点を当てて－
―３４―
また、市町村は、個別ケースの検討により共有された地域課題を地域づくりや政策形成に
着実に結びつけていくことで、市町村が取り組む地域包括ケアシステムの構築に向けた施策
の推進にもつながることから、市町村と地域包括支援センターが緊密に連携し、かつ役割分
担を行いながら、取組を推進していくことが求められる。（法第１１５条の４８第２項）
このように、地域ケア会議は個別ケースを検討する会議から地域課題の解決を検討する場
まで一体的に取り組んでいくことが重要であり、市町村等が開催する地域ケア会議（地域ケ
ア推進会議）についても包括的支援事業の対象となる。」
以上のことから、地域ケア会議が地域ケア個別会議と地域ケア推進会議に分けられたことで、
両者が有機的に機能することにより、従来から地域ケア会議に求められてきた個別ケース検討の
ミクロレベルから政策形成等のマクロレベルまでを想定した会議を運営するための基本的な考え
方とその体制整備がなされてきている状況にあるといえよう。さらに、厚生労働省では、２０１６（平
成２８）年４月より「介護予防活動普及展開事業」を実施し、自立支援・介護予防の観点から実施
する地域ケア会議について、先行して実施している自治体を参考にして、その考え方や実践手法
を整理した手引きを作成し、地域ケア会議の充実を図ってきている（厚労省 HP３）。こうした
厚生労働行政の政策動向を踏まえて地域ケア会議や地域包括支援センターに焦点を当てた全国規
模の調査研究として公表されているものは、筆者らが把握する限りでは、厚生労働省の老人保健
健康増進等事業の助成を受けて三菱総合研究所が平成２２年度から毎年度実施している調査結果、
同補助事業による全国社会福祉協議会及び全国地域包括・在宅介護支援センター協議会が平成２２
年度に実施した調査結果が存在するのみである。確かに上記の調査研究等は、全国の地域包括支
援センターを対象としており、経年比較が可能となる貴重な実証データではあるが、その内容に
ついては、記述的かつ概括的であり、変数間の詳細な関係については言及されていないと指摘さ
れている（潮谷ら、２０１４：３３）。
このような状況を踏まえて、長崎純心大学医療・福祉連携センター（以下、「本センター」と
いう。）では、２０１４（平成２６）年２月に、全国の地域包括支援センターの現状と課題を明らかに
するために必要となる基礎資料を収集するとともに、各種変数間の関係を明らかにし、地域包括
ケアシステムにおける地域包括支援センターの役割と可能性を実証的に析出することを目的に
「地域包括支援センターにおける業務実態等に関する調査（以下、「平成２６年調査」という）」を
実施している。平成２６年調査の分析結果については、潮谷ら（２０１４）、奥村ら（２０１４、２０１６）、吉
田ら（２０１４）が報告しており、特に地域ケア会議に係る変数の関係間の分析を行った奥村ら（２０１６）
の研究では、社会福祉士を対象に、「地域包括支援センターの設置主体」「地域ケア会議の司会者」
を独立変数、「地域ケア会議の開催頻度」を従属変数とする一元配置分散分析を行った結果、行
政直営の地域包括支援センターが、社会福祉法人と医療法人より、地域ケア会議の開催頻度の平
均値が統計的に有意に高い結果となり、また、地域ケア会議の司会者については、社会福祉士が
司会をする場合と保健師が司会をする場合に、地域ケア会議の開催頻度の平均値が統計的に有意
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に高いことが明らかになっている。
その後、平成２６年調査から得られた知見に加え、医療介護総合確保推進法施行後の地域包括支
援センターの現状と課題について、直近の政策動向の影響も視野に入れて実証的に明らかにする
ために、本センターでは、２０１６（平成２８）年３月に平成２６年調査の繰り返し調査に当たる全国の
地域包括支援センターを対象とする悉皆調査（以下、「平成２８年調査」という。）を実施している。
平成２８年調査の地域ケア会議に係る分析結果については、１変量の分析結果を潮谷ら（２０１７b）
が記述的に明らかにしており、自由記述の分析結果については奥村ら（２０１７a、２０１７b）が、多変
量解析については奥村ら（２０１７c）が自己組織化マップを援用し、両会議の構成員の特徴を探索
的に明らかにしている。
このように、本センターでは、医療介護総合確保推進法の施行前に当たる平成２６年２月と、施
行後に当たる平成２８年４月の時期に、全国の地域包括支援センターを対象とした悉皆調査を実施
しており、地域包括ケアに係る経年比較が可能となるデータを蓄積してきているが、地域ケア会
議の開催状況について経年的に比較している報告はなされていない。
以上より、これまでの筆者らの地域ケア会議に係る上記報告を引き継ぎ、これを発展させるた
めに、本研究では地域ケア会議に焦点を当てて、平成２６年調査と平成２８年調査における地域ケア
会議等の開催状況について経年比較を行うとともに、平成２８年調査の地域ケア個別会議と地域ケ
ア推進会議の実際を記述的に明らかにすることを目的とした。
．方 法
１．調査票について
平成２８年調査の調査票について、当センターが実施した平成２６年調査の調査票を基に、潮谷ら
（２０１４）、吉田ら（２０１４）、奥村ら（２０１６）の先行研究の分析結果を踏まえて調査票を加筆修正し
た後、プレテストを１回実施し、調査票の精度を高めた。主たる調査項目については、地域包括
支援センターの設置主体、関係機関等との連携状況、地域ケア個別会議の状況、地域ケア推進会
議の状況、地域包括ケアに関する自由記述、認定社会福祉士について、基本属性等とした。
なお、詳細な調査項目及び調査票については、潮谷ら（２０１７）を参照されたい。また、平成２６
年調査の調査票についても、潮谷ら（２０１５）を参照されたい。
２．調査方法
質問紙を用いた自計式の郵送調査であり、平成２８年調査の調査期間は、平成２８年３月３０日に調
査票を発送し、４月末日を締め切り日とした。最終的に、９８１か所の地域包括支援センターから
回答を得ることができた（回収率２１．２％）。
なお、平成２６年調査については、潮谷ら（２０１５）でも報告されているように、質問紙を用いた
自計式の郵送調査であり、調査期間は、平成２６年２月６日に調査票を発送し、２月末日を締め切
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り日とした。最終的に、１，２１７か所の地域包括支援センターから回答を得ることができた（回収
率２５．２％）。
３．調査対象
平成２８年調査の調査対象者は、全国の地域包括支援センタ ４ー，６２２か所（サブセンター・ブラ
ンチを除く）であり、回答者は、地域包括支援センターの社会福祉士またはそれに準ずる者とし
た。
なお、平成２６年調査の調査対象者については、潮谷ら（２０１５）でも報告されているように、全
国の地域包括支援センタ ４ー，８３４か所（サブセンター・ブランチを含む）であり、回答者は地域
包括支援センターの社会福祉士またはそれに準ずる者とした。
４．倫理的配慮
平成２６年調査と平成２８年調査いずれも、調査協力依頼文と調査票の表紙に回答について厳重に
秘密を守って統計処理を行い、プライバシーが外部に漏洩することはない旨を記した。加えてデー
タクリーニングの際に、個人が特定されることができないように個人情報の取り扱いには留意し、
統計処理を行った。
５．分析に用いた変数
平成２６年調査では、奥村ら（２０１６）で使用した「地域包括支援センターの設置主体」「地域ケ
ア会議の開催状況」「地域ケア会議の開催頻度」「地域ケア会議の司会者」の４つの変数に加えて、
「地域ケア会議の開催主催」の変数も分析に用いることにした。また、平成２８年調査では「地域
包括支援センターの設置主体」「地域ケア個別会議関係」、「地域ケア推進会議関係」、「地域ケア
個別会議の構成員関係」、「地域ケア推進会議の構成員関係」を分析に用いることにした。
（１）平成２６年調査について
平成２６年調査は表－１に示す通り、「地域包括支援センターの設置主体」、「地域ケア会議の
開催状況」、「地域ケア会議開催頻度」、「地域ケア会議開催主催」は、多肢選択法で回答を求めた。
また、「地域ケア会議の司会」に関しては、無制限複数選択法とした。
なお、「地域包括支援センターの設置主体」について「財団法人」「社団法人」「有限会社」「株
式会社」「NPO法人」「その他」の各変数の観測度数が少なかったため、それらを合計して「そ
の他」として扱った。
（２）平成２８年調査について
平成２８年調査については表－２に示す通り、「地域包括支援センターの設置主体」、「地域ケ
ア個別会議の開催状況」、「地域ケア個別会議に関する評価」、「地域ケア個別会議開催頻度」は、
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多肢選択法とし、「地域ケア個別会議開催主催」、「地域ケア個別会議の司会」に関しては、無制
限複数選択法で回答を求めた。また、地域ケア推進会議関係についても、「地域ケア推進会議の
開催状況」、「地域ケア推進会議に関する評価」、「地域ケア推進会議開催頻度」は多肢選択法とし、
「地域ケア推進会議開催主催」、「地域ケア推進会議の司会」は無制限複数選択法で回答を求めた。
なお、平成２８年調査においても平成２６年調査と同じく、「地域包括支援センターの設置主体」
の「財団法人」「社団法人」「有限会社」「株式会社」「NPO法人」「その他」の各変数の観測度数
が少なかったため、それらを合計して「その他」として扱った。
（３）地域ケア個別会議および地域ケア推進会議の構成員について
地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議の構成員については表－３に示す通りであり、（１）
行政関係から（８）地域関係までの８つの領域に関する職種や関係者に対して、地域ケア個別会
議の構成員に該当する場合は「１」、該当しない場合は「０」を付与して、測定を行った。
なお、地域ケア推進会議の構成員についても同様の変数と測定方法を用いた。
６．分析方法
（１）地域ケア会議等の各種変数の経年比較等
平成２６年調査と平成２８年調査の地域ケア会議等の各種変数について経年比較を行うために、地
域ケア会議等の開催状況、地域ケア会議等の開催頻度、地域ケア会議等の司会者、地域ケア会議
表－１ 地域ケア会議関係の変数と測定方法
変数 質問内容 測定方法
地域包括支援センターの設置主
体
多肢選択法
貴地域包括支援センターの設置主
体として、該当する番号に〇を付
けてください。（〇は１つだけ）
「行政直営」「社会福祉法人（社会福祉協議会
を除く、以下、社会福祉法人という）」「社会福
祉協議会」「医療法人」「財団法人」「社団法
人」「有限会社」「株式会社」「NPO法人」「そ
の他」を測定し、「財団法人」「社団法人」「有
限会社」「株式会社」「NPO法人」「その他」の
各変数の観測度数が少なかったため、それらを
合計して「その他」として扱った。
地域ケア会議関係
地域ケア会議の開催状況 多肢選択法
貴地域包括支援センター圏域にお
いて、「地域ケア会議」を開催し
ていますか。該当する番号に○を
付けて下さい。
開催している／開催していない
地域ケア会議開催頻度 多肢選択法
貴地域包括支援センターでは、「地
域ケア会議」をどの程度開催して
いますか。該当する番号に○を付
けて下さい（○は１つだけ）。
年１回程度／年２回程度／年３回程度／年４回
程度／年６回程度／年１２回程度
地域ケア会議開催主催 多肢選択法
「地域ケア会議」はどこが主催し
ていますか。該当する番号に○を
付けて下さい。（〇は１つだけ）
地域包括支援センター／市区町村／内容によっ
て両方のケースがある
地域ケア会議の司会 無制限複数選択法
「地域ケア会議」の司会は、誰が
されていますか。該当する番号に
○を付けて下さい。（複数回答可）
地域包括支援センター長／社会福祉士／主任介
護支援専門員／保健師／市区町村の職員／その
他
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表－２ 地域ケア個別会議関係及び地域ケア推進会議関係の変数と測定方法
質問内容 測定方法
地域包括支援センターの設置主
体
多肢選択法
貴地域包括支援センターの設置主
体として、該当する番号に〇を付
けてください。（〇は１つだけ）
「行政直営」「社会福祉法人（社会福祉協議会を
除く、以下、社会福祉法人という）」「社会福祉
協議会」「医療法人」「財団法人」「財団法人（一
般）」「財団法人（公益）」「社団法人」「社団法
人（一般）」「社団法人（公益）」「有限会社」「株
式会社」「NPO法人」「その他」を測定し、「財団
法人」「財団法人（一般）」「財団法人（公益）」
「社団法人」「社団法人（一般）」「社団法人（公
益）」「有限会社」「株式会社」「NPO法人」「そ
の他」の各変数の観測度数が少なかったため、
それらを合計して「その他」として扱った。
地域ケア個別会議関係
なお、本調査では、個別ケースを
取り扱った地域ケア会議のことを
「地域ケア個別会議」といい、市
長村レベルの地域ケア個別会議の
ことを「地域ケア推進会議」とい
うことにしています。
地域ケア個別会議の開催状況 多肢選択法
貴地域包括支援センター圏域にお
いて、「地域ケア個別会議」を開
催していますか。該当する番号に
○を付けて下さい。
開催している／開催していない
地域ケア個別会議に関する評価
地域ケア個別会議の目的が文
章によって明確になっている
地域ケア個別会議の目的が関
係者によって共有できている
地域ケア個別会議では、個人
情報の保護に留意している
地域ケア個別会議では、個別
ケースの支援について検討でき
ている
地域ケア個別会議では、個別
ケースの検討を通して、地域課
題を把握できている
地域ケア個別会議では、個別
ケースの検討を通して、政策提
言ができている
多肢選択法
下記の項目について、該当する番
号に〇を付けて下さい（〇はそれ
ぞれ１つずつ）。
からの各項目について、そう思う→４点、
ややそう思う→３点、あまりそう思わない→２
点、そう思わない→１点
地域ケア個別会議開催頻度 多肢選択法
貴地域包括支援センターでは、「地
域ケア個別会議」をどの程度開催
していますか。該当する番号に○
を付けて下さい（○は１つだけ）。
年１回程度／年２回程度／年３回程度／年４回
程度／年６回程度／年１２回程度／年１３回以上
地域ケア個別会議開催主催 無制限複数選択法
「地域ケア個別会議」はどこが主
催していますか。該当する番号に
○を付けて下さい。（複数回答可）
市区町村／行政直営の地域包括支援センター／
委託の地域包括支援センター／その他
地域ケア個別会議の司会 無制限複数選択法
「地域ケア個別会議」の司会は、
誰がされていますか。該当する番
号に○を付けて下さい。（複数回
答可）
地域包括支援センター長／社会福祉士／主任介
護支援専門員／保健師／市区町村の職員／その
他
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等の開催主催に関する各種変数の分布と記述統計量を算出し、経年的な差が見られるか検討を行
うこととした。
なお、地域ケア会議等をどの程度開催しているかという問いに対して、平成２６年調査では「地
域ケア会議の開催頻度」について、「年１回程度」、「年２回程度」、「年３回程度」、「年４回程度」、
「年６回程度」、「年１２回程度」の６つの選択肢を用いて測定を行っているが、平成２８年調査では
地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議の開催頻度について、「年１回程度」、「年２回程度」、「年
３回程度」、「年４回程度」、「年６回程度」、「年１２回程度」、「年１３回以上」の７つの選択肢を用い
ての測定を行っている。そのため、平成２６年調査と平成２８年調査とでは、測定値の間隔が異なっ
ており、両調査の結果を単純に比較することはできないとの認識から、本研究では、表－４に
示すように、平成２６年調査と平成２８年調査を比較する場合と、平成２８年調査結果のみの分析を行
う場合とに分けて、測定値の配点と選択肢の再定義を行い、地域ケア会議等の開催頻度について
の分析を行った。
地域ケア推進会議関係
地域ケア推進会議の開催状況 多肢選択法
貴地域包括支援センター圏域にお
いて、「地域ケア推進会議」を開
催していますか。該当する番号に
○を付けて下さい。なお、本調査
では、個別ケースを取り扱った地
域ケア会議のことを「地域ケア個
別会議」といい、市長村レベルの
地域ケア個別会議のことを「地域
ケア推進会議」ということにして
います。
開催している／開催していない
地域ケア推進会議に関する評価
地域ケア推進会議の目的が文
章によって明確になっている
地域ケア推進会議の目的が関
係者によって共有できている
地域ケア推進会議では、地域
課題を把握できている
地域ケア推進会議では、政策
提言ができている
多肢選択法
下記の項目について、該当する番
号に〇を付けて下さい（〇はそれ
ぞれ１つずつ）。
からの各項目について、そう思う→４点、
ややそう思う→３点、あまりそう思わない→２
点、そう思わない→１点
地域ケア推進会議開催頻度 多肢選択法
貴地域包括支援センターでは、「地
域ケア推進会議」をどの程度開催
していますか。該当する番号に○
を付けて下さい（○は１つだけ）。
年１回程度／年２回程度／年３回程度／年４回
程度／年６回程度／年１２回程度／年１３回以上
地域ケア推進会議開催主催 無制限複数選択法
「地域ケア推進会議」はどこが主
催していますか。該当する番号に
○を付けて下さい。（複数回答可）
市区町村／行政直営の地域包括支援センター／
委託の地域包括支援センター／その他
地域ケア推進会議の司会 無制限複数選択法
「地域ケア推進会議」の司会は、
誰がされていますか。該当する番
号に○を付けて下さい。（複数回
答可）
地域包括支援センター長／社会福祉士／主任介
護支援専門員／保健師／市区町村の職員／その
他
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表－３ 地域ケア個別会議および地域ケア推進会議の構成員の変数と測定方法
変数 質問内容 測定方法
地域ケア個別会議の構成員関係
行政関係
市区町村
無制限複数選択法
下記の回答例を参考に、「地域ケ
ア個別会議」の主たる構成員の職
種等に○を付けて下さい。（複数
回答可）
保健師／事務職員／社会福祉士／理学療法士／
医師／作業療法士
保健所
保健師／事務職員／医師／薬剤師／理学療法士
／作業療法士
保健センター 保健師／事務職員／栄養士／看護師／医師
福祉事務所 現業員／事務職員／査察指導員
消防署 消防士
警察署 警察官
その他
医療関係
病院
無制限複数選択法 同上
社会福祉士／看護師／医師／精神保健福祉士／
理学療法士／作業療法士
診療所
医師／看護師／社会福祉士／精神保健福祉士／
理学療法士／作業療法士
歯科診療所 歯科医師／歯科衛生士
薬局 薬剤師
医師会 医師
その他
福祉関係
地域包括支援センター
無制限複数選択法 同上
社会福祉士／主任介護支援専門員／保健師／セ
ンター長
在宅介護支援センター
主任介護支援専門員／社会福祉士／センター長
／保健師
他の地域包括支援センター
主任介護支援専門員／社会福祉士／保健師／セ
ンター長
居宅介護支援事業者 介護支援専門員／管理者
市区町村社会福祉協議会 職員
その他
指定居宅サービス事業関係
訪問介護事業者
無制限複数選択法 同上
訪問介護員／看護師／保健師
訪問看護事業者 看護師／理学療法士／作業療法士
訪問リハビリテーション事業者 理学療法士／作業療法士／看護師
通所介護事業者 介護職員
通所リハビリテーション事業者 理学療法士／作業療法士／看護師
福祉用具貸与事業者 福祉用具専門相談員
その他
地域密着型サービス事業関係
小規模多機能型居宅介護事業者
無制限複数選択法 同上
管理者／介護支援専門員／相談員／介護職員
認知症対応型共同生活介護事業者 管理者／相談員／介護支援専門員／介護職員
その他
介護保険施設関係
介護老人保健施設
無制限複数選択法 同上
相談員／介護支援専門員／看護師／理学療法士
／作業療法士／医師
介護療養型医療施設
相談員／介護支援専門員／看護師／理学療法士
／作業療法士／医師
介護老人福祉施設 相談員／介護支援専門員／介護職員／施設長
その他
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（２）平成２８年調査の地域ケア個別会議と地域ケア推進会議に関する各種変数の記述統計量等
平成２８年調査の地域ケア個別会議と地域ケア推進会議に関する各種変数の分布と記述統計量に
ついて明らかにするために、下記に示す手続きを行った。
地域ケア個別会議の開催状況と地域ケア推進会議の開催状況の関係について明らかにするため
に、「地域ケア個別会議の開催状況」と「地域ケア推進会議の開催状況」のクロス集計を行っ
た。
地域ケア個別会議と地域ケア推進会議の開催頻度について、変数の分布と記述統計量を算出し、
両会議で差が見られるか検討を行った。
地域ケア個別会議の開催頻度と地域ケア推進会議の開催頻度の関係についてみるために、「地
域ケア個別会議の開催頻度」と「地域ケア推進会議の開催頻度」のピアソンの積率相関係数を
算出した。
地域ケア個別会議の評価と地域ケア推進会議の評価について、変数の分布と記述統計量を算出
し、両会議で差が見られるか検討を行った。
（３）地域ケア会議等の開催状況の分類別にみた、地域ケア会議等の開催頻度と地域ケア会議等
の評価の記述統計量等
地域ケア個別会議の開催状況の分類別にみた、地域ケア会議等の開催頻度と地域ケア会議等の
司法関係
弁護士事務所
無制限複数選択法 同上
弁護士
司法書士事務所 司法書士
その他
地域関係 無制限複数選択法 同上
民生委員・児童委員／利用者の家族・親族／自
治会・町内会／近隣住民／地域住民／老人会・
老人クラブ／ボランティア／その他
その他 無制限複数選択法 同上 その他
地域ケア推進会議の構成員につ
いても、	からの変数につい
て測定した。
無制限複数選択法
下記の回答例を参考に、「地域ケ
ア推進会議」の主たる構成員の職
種等に○を付けて下さい。（複数
回答可）
地域ケア個別会議同様の測定方法を用いた。
表－４ 選択肢に対する配点方法等
平成２６年調査
平成２８年調査
比較する場合
平成２８年調査
比較しない場合
選択肢 配点 配点 定義 配点
年１回程度 １点 １点 年１回程度 １点
年２回程度 ２点 ２点 年２回程度 ２点
年３回程度 ３点 ３点 年３回程度 ３点
年４回程度 ４点 ４点 年４回程度 ４点
年６回程度 ５点 ５点 年６回程度 ５点
年１２回程度 ６点
６点 年１２回程度
６点
年１３回以上 未測定 ７点
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評価の記述統計量等について明らかにするために、下記に示す手続きを行った。
地域ケア会議等の開催状況のクロス集計の結果をもとに、「両会議開催」、「個別会議のみ開催」、
「推進会議のみ開催」、「両会議開催なし」の４つに分類した。
地域ケア会議等の開催状況の分類別に、地域ケア会議等の開催頻度の記述統計量を算出し、分
類によって平均値に差が見られるか t検定を行った。
地域ケア会議等の開催状況の分類別に、地域ケア会議等の評価の記述統計量を算出し、分類に
よって平均値に差が見られるか t検定を行った。
（４）地域ケア個別会議の構成員と地域ケア推進会議の構成員に関する記述統計量
地域ケア会議等の構成員について各１０９職種の記述統計量を算出し、指摘率の高い上位５５構成
員を列挙することによって、地域ケア個別会議と地域ケア推進会議の構成員を比較した。
なお、分析にあたっては、各変数間に欠損値を有しないケースを分析対象とした。これに加え
て地域ケア会議等の評価に係る変数は、職種が社会福祉士かつ社会福祉士資格を有する者(n＝
７９５）も分析対象とした。また、分析には IMB SPSS Statistics２２を用いた。
加えて、比率については四捨五入しているため必ずしも１００％にならないことがあることを付
記しておく。
また、記述統計量の算出及び分析に用いた語句について、N.A.とは、No Answerの略語であり、
無回答のことである。また、S.D.とは、Standard Deviationの略語であり、標準偏差のことである。
加えて、M.A.とは、Multiple Answerの略語であり、複数回答のことである。
．結 果
１．調査対象者の基本属性
平成２６年調査と平成２８年調査における調査対象者の基本属性は、表－１に示す通りであった。
平成２６年調査の地域包括支援センターの主な設置主体としては、「行政直営」が３１．５１％、「社
会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」が３４．７４％、「社会福祉協議会」が１５．５９％、「医療法人」
が１１．１１％であり、平成２８年調査の地域包括支援センターの主な設置主体としては、「行政直営」
が２６．１０％、「社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」が３７．３１％、「社会福祉協議会」が１６．４４％、
「医療法人」が１２．８５％等であった。
なお、平成２６年調査及び平成２８年調査では、「社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）」と「社
会福祉協議会」とを分けて測定を行っているが、社会福祉協議会の経営主体は全て社会福祉法人
であるということに注意されたい。
平成２６年調査の平均年齢は３８．７０歳（S.D.＝９．２８）、性別は男性が４１．１３％、女性が５７．９６％であ
り、平成２８年調査の平均年齢は４０．０４歳（S.D.＝９．６２）、性別は男性が３９．０５％、女性が５８．６８％で
あった。保有する資格については、平成２６年調査の回答が多い順に、社会福祉士が８６．６５％、介
純 心 人 文 研 究 第２４号 ２０１８
―４３―
護支援専門員が６０．４０％、介護福祉士が２７．８６％であり、平成２８年調査においては社会福祉士が
８５．１０％、介護支援専門員が６３．４１％、社会福祉主事が４３．１７％、介護福祉士が３２．４８％であった。
これらのように平成２６年調査と平成２８年調査の基本属性を比較すると、多くの変数において、
ほぼ似たような傾向がみられた。
２．地域ケア会議等の各種変数の経年比較
平成２６年調査の地域ケア会議と平成２８年調査の地域ケア会議等に係る変数の分布と記述統計量
を算出した結果、表－２に示す通り、平成２６年調査の「地域ケア会議の開催状況」に「開催し
ている」と回答した者は７６．８７％であり、「開催していない」と回答した者は２１．２３％、「N.A.」は
１．９１％であった。平成２８年調査の「地域ケア個別会議の開催状況」に「開催している」と回答し
た者は８８．４９％であり、「開催していない」と回答した者は９．５６％、「N.A.」は１．９５％であった。「地
域ケア推進会議の開催状況」について、「開催している」と回答した者は５５．１９％、「開催してい
平成２６年調査 平成２８年調査 平成２６年調査 平成２８年調査
地域包括支援センター
の設置主体
度数（n＝１２０６） ％ 度数（n＝９７３） ％ 保有する資格（複数回答可） 度数（n＝１２０６） ％ 度数（各々 n＝９７３） ％
行政直営 ３８０ ３１．５１ ２５４ ２６．１０ 社会福祉士 １０４６ ８６．６５ ８２８ ８５．１０
社会福祉法人（社会
福祉協議会を除く）
４１９ ３４．７４ ３６３ ３７．３１
精神保健福祉士 １９１ １５．８４ １５４ １５．８３
保健師 ６１ ５．０６ ３９ ４．０１
社会福祉協議会 １８８ １５．５９ １６０ １６．４４ 看護師 ８２ ６．８０ ５８ ５．９６
医療法人 １３４ １１．１１ １２５ １２．８５ 理学療法士 １ ０．０８ １ ０．１０
有限会社 ２ ０．１７ １ ０．１０ 作業療法士 ０ ０．００ ２ ０．２１
株式会社 １０ ０．８３ １９ １．９５ 言語聴覚士 １ ０．０８ ０ ０．００
財団法人 １６ １．３３ ４ ０．４１ 介護支援専門員 ７２９ ６０．４０ ６１７ ６３．４１
財団法人（一般） － － ５ ０．５１ 介護福祉士 ３３６ ２７．８６ ３１６ ３２．４８
財団法人（公益） － － ４ ０．４１ 訪問介護員 １３９ １１．５３ １２０ １２．３３
社団法人 １８ １．４９ ５ ０．５１ 社会福祉主事 ４２０ ４３．１７
社団法人（一般） － － ７ ０．７２ その他 １４１ １１．７０ ９１ ９．３５
社団法人（公益） － － ２ ０．２１ 無回答 ２０ １．６６ １９ １．９５
NPO法人 ６ ０．５０ ２ ０．２１ 現在の施設勤務年数 平均値（n＝１１９２） S.D. 平均値（n＝９５０） S.D.
その他 １６ １．３３ １７ １．７５ ３．９３ ２．６０ ３．９４ ３．０４
無回答 １７ １．４１ ５ ０．５１ 他の施設での勤務経験の有無 度数（n＝１２０６） ％ 度数（n＝９７３） ％
年齢 平均値（n＝１１８６） S.D. 平均値（n＝９３９） S.D. 有 － － ８６８ ８９．２１
３８．７０ ９．２８ ４０．０４ ９．６２ 無 － － ７９ ８．１２
性別 度数（n＝１２０６） ％ 度数（n＝９７３） ％ 無回答 － － ２６ ２．６７
男性 ４９６ ４１．１３ ３８０ ３９．０５ 平均値 S.D. 平均値 S.D.
女性 ６９９ ５７．９６ ５７１ ５８．６８ 他の施設での勤務総就労年数 － － １２．１１２（n＝７７４） ８．２６
無回答 １１ ０．９１ ２２ ２．２６ 内 行政関係 ２．３８７（n＝１１３１） ６．４５ ２．６０２（n＝６０９） ６．５０
職種 度数（n＝１２０６） ％ 度数（n＝９７３） ％ 福祉関係 ６．２１１（n＝１１３２） ６．１９ ８．５７（n＝７５４） ７．１３
社会福祉士 １００５ ８３．３０ ８０３ ８２．５３ 医療関係 １．０４（n＝１１３２） ２．７８ １．６５５（n＝６１９） ３．６９
主任介護支援専門員 ６６ ５．４７ ６４ ６．５８
保健師 ４９ ４．０６ ２６ ２．６７
社会福祉士みなし ３６ ３．００ ３４ ３．４９
主任介護支援専門員
みなし
－ － ３ ０．３１
保健師みなし － － ７ ０．７２
その他 ３６ ３．００ １５ １．５４
無回答 １４ １．１６ ２１ ２．１６
最終学歴 度数（n＝１２０６） ％ 度数（n＝９７３） ％
高校 ４１ ３．４０ ３６ ３．７０
専門学校 １３７ １１．３６ １１９ １２．２３
短期大学 ６１ ５．０６ ５０ ５．１４
大学 ９１４ ７５．７９ ７１４ ７３．３８
大学院 ３０ ２．４９ ２６ ２．６７
その他 ３ ０．２５ ３ ０．３１
無回答 ２０ １．６６ ２５ ２．５７
表－１ 調査対象者の基本属性（度数・％及び平均値±S.D.）
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ない」と回答した者は３８．３４％、「N.A.」は６．４７％であった。
地域ケア会議等の開催頻度については、平成２６年調査では、回答が多い順に、「年１２回以上」
が２３．３０％、「年６回程度」が２２．２２％、「年２回程度」が１６．４０％、「年３回程度」が１５．４３％、「年
４回程度」が１３．５９％、「年１回程度」が７．６６％、「N.A.」が１．４０％であった。平成２８年調査の地
域ケア個別会議では回答が多い順に、「年１２回以上」が２３．６９％、「年６回程度」が２２．６５％、「年
２回程度」が１６．９６％、「年４回程度」が１４．８７％、「年３回程度」が１２．５４％、「年１回程度」が６．１６％、
「N.A.」が３．１４％であった。地域ケア推進会議は、「年２回程度」が２４．３９％であり最も回答が多
く、次いで「年１回程度」が２１．６０％、「年１２回以上」が１５．６４％、「年３回程度」が１４．７１％、「年
４回程度」が１０．０６％、「年６回程度」が９．８７％、「N.A.」が３．７２％であった。これらのことから、
平成２６年調査では約８割の地域包括支援センターが地域ケア会議を開催しているのに比して、平
成２８年調査の地域ケア個別会議では約９割の地域包括支援センターが開催し、約１割の増加の傾
向が見られた。一方、地域ケア推進会議については、約６割程度の地域包括支援センターが開催
していることが観察された。また、地域ケア会議等の開催頻度について、平成２８年調査の地域ケ
ア個別会議では、平成２６年調査に比して「年１２回以上」が０．３９％、「年６回程度」が０．４３％、「年
表－２ 平成２６年調査と平成２８年調査の各地域ケア会議に係る変数の分布と記述統計量
平成２６年調査 平成２８年調査
地域ケア会議の開催状況
（n＝１２０６）
度数 ％
地域ケア個別会議の開催状況
（n＝９７３）
度数 ％
地域ケア推進会議の開催状況
（n＝９７３）
度数 ％
開催している
開催していない
N.A
９２７
２５６
２３
７６．８７
２１．２３
１．９１
８６１
９３
１９
８８．４９
９．５６
１．９５
５３７
３７３
６３
５５．１９
３８．３４
６．４７
地域ケア会議の開催頻度
（n＝９２７）
度数 ％
地域ケア個別会議の開催頻度
（n＝８６１）
度数 ％
地域ケア推進会議の開催頻度
（n＝５３７）
度数 ％
年１回程度（１点）
年２回程度（２点）
年３回程度（３点）
年４回程度（４点）
年６回程度（５点）
年１２回以上（６点）
N.A
７１
１５２
１４３
１２６
２０６
２１６
１３
７．６６
１６．４０
１５．４３
１３．５９
２２．２２
２３．３０
１．４０
５３
１４６
１０８
１２８
１９５
２０４
２７
６．１６
１６．９６
１２．５４
１４．８７
２２．６５
２３．６９
３．１４
１１６
１３１
７９
５４
５３
８４
２０
２１．６０
２４．３９
１４．７１
１０．０６
９．８７
１５．６４
３．７２
得点（n＝９１４） （平均値）３．９８（S.D.）１．６４ （n＝８３４） （平均値）４．０５（S.D.）１．６２ （n＝５１７） （平均値）３．０９（S.D.）１．７７
地域ケア会議の開催主催
（n＝９２７）
度数 ％
地域ケア個別会議の開催主催
（n＝８６１，M.A）
度数 ％
地域ケア推進会議の開催主催
（n＝５３７，M.A）
度数 ％
地域包括支援センター
市区町村
両方のケース
N.A
７４９
７０
１０５
３
８０．８０
７．５５
１１．３３
０．３２
委託の地域包括支援センター
市区町村
行政直営の地域包括支援センター
その他
６２４
７４
２３１
１７
６
７２．４７
８．５９
２６．８３
１．９７
０．７０
２３１
２１０
１１２
１１
１１
４３．０２
３９．１１
２０．８６
２．０５
２．０５
地域ケア会議の司会者
（n＝９２７，M.A）
度数 ％
地域ケア個別会議の司会者
（n＝８６１，M.A）
度数 ％
地域ケア推進会議の司会者
（n＝５３７，M.A）
度数 ％
地域包括支援センター長
社会福祉士
主任介護支援専門員
保健師
市区町村の職員
その他
N.A
３３０
３６３
３８０
２０６
１２３
１３５
５
３５．６０
３９．１６
４０．９９
２２．２２
１３．２７
１４．５６
０．５４
地域包括支援センターの社会福祉士
地域包括支援センター の主任介護支援専門員
地域包括支援センターの保健師
３０８
３７４
４６６
２６７
６１
１１８
６
３５．７７
４３．４４
５４．１２
３１．０１
７．０８
１３．７０
０．７０
１８７
１３７
１３５
８３
１５４
５５
１６
３４．８２
２５．５１
２５．１４
１５．４６
２８．６８
１０．２４
２．９８
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２回程度」が０．５６％、「年４回程度」が１．２８％とわずかに増加している一方、「年３回程度」が２．８９％、
「年１回程度」が１．５％と、数％程度減少していることが明らかになった。地域ケア推進会議に
ついては、平成２６年調査と地域ケア個別会議と比較して、比率に差が見られ、「年１回程度」と
「年２回程度」の比率が２０％を越えていることが観察された。
次に、地域ケア個別会議の開催主催について、測定方法に用いた変数が異なっているため、正
確な比較はできないが、平成２６年調査では「地域包括支援センター」が８０．８０％と回答が最も多
く、次いで、「両方のケース」が１１．３３％、「市区町村」が７．５５％、「N.A.」が０．３２％であった。平
成２８年調査の「地域ケア個別会議」では、回答が多い順に「委託の地域包括支援センター」が７２．４７％、
「行政直営の地域包括支援センター」が２６．８３％、「市区町村」が８．５９％、「その他」が１．９７％、「N.
A.」が０．７０％であった。「地域ケア推進会議」は、「委託の地域包括支援センター」の比率が４３．０２％
と最も多く、次いで、「市区町村」が３９．１１％、「行政直営の地域包括支援センター」が２０．８６％、
「その他」が２．０５％、「N.A.」が２．０５％であった。このことから、平成２６年調査の地域ケア会議
と平成２８年調査の地域ケア個別会議、地域ケア推進会議ともに、地域包括支援センターや委託の
地域包括支援センターによる開催が最も多いことが明らかになった。また、地域ケア推進会議で
は「市区町村」が開催する場合は３９．１１％であり、平成２６年調査と地域ケア個別会議と比して顕
著に回答が多かった。
地域ケア会議の司会者について、測定方法に用いた変数が異なっているため、正確な比較は出
来ないが、平成２６年調査は「主任介護支援専門員」が４０．９９％と最も多く、次いで、「社会福祉士」
が３９．１６％、「地域包括支援センター長」が３５．６０％、「保健師」が２２．２２％、「その他」が１４．５６％、
「市区町村の職員」が１３．２７％、「N.A.」が０．５４％と多かった。平成２８年調査の地域ケア個別会議
においても「地域包括支援センターの主任介護支援専門員」が５４．１２％と最も多く、次いで「地
域包括支援センターの社会福祉士」が４３．４４％、「地域包括支援センター長」が３５．７７％、「地域包
括支援センターの保健師」が３１．０１％、「その他」が１３．７０％、「市区町村の職員」が７．０８％、「N.A.」
が０．７０％という順に多かった。地域ケア推進会議では「地域包括支援センター長」が３４．８２％と
最も多く、次いで、「市区町村の職員」が２８．６８％、「地域包括支援センターの社会福祉士」が２５．５１％、
「地域包括支援センターの主任介護支援専門員」が２５．１４％、「地域包括支援センターの保健師」
が１５．４６％、「その他」が１０．２４％、「N.A.」が２．９８％という順に多いことが明らかになった。この
ことから、司会者について、平成２６年調査と地域ケア個別会議では「主任会議支援専門員」が最
も多く、地域ケア推進会議では「地域包括支援センター長」が最も多いという結果となった。ま
た、地域ケア推進会議では、「市区町村の職員」が司会をする比率は２８．６８％と明らかになってお
り、平成２６年調査と地域ケア個別会議に比して顕著に回答数が多かった。
３．平成２８年調査の地域ケア個別会議と地域ケア推進会議に関する各種変数の記述統計量等
（１）クロス表による分析結果
次に、地域ケア個別会議の開催状況と地域ケア推進会議の開催状況の関係について、地域ケア
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表－３ 地域ケア個別会議の開催状況と地域ケア推進会議の開催状況とのクロス表
地域ケア推進会議
開催している 開催していない 合計
地域ケア個別会議
開催している ４９０（６０．２％） ３２４（３９．８％） ８１４（１００．０％）
開催していない ４２（４６．２％） ４９（５３．８％） ９１（１００．０％）
合計 ５３２（５８．８％） ３７３（４１．２％） ９０５（１００．０％）
χ２＝６．６６２，d.f.＝１，p＜．０５
個別会議を開催しているか否かによって、地域ケア推進会議の開催に差がみられるのか検討する
ために、「地域ケア個別会議の開催状況」と「地域ケア推進会議の開催状況」のクロス集計を行っ
た結果、表－３に示す通り、地域ケア個別会議を開催していないと答えた場合は、地域ケア推
進会議を開催していない比率が周辺度数の比率より高いことから、約５３％の地域包括支援セン
ターが地域ケア推進会議を開催していないと回答している一方、地域ケア個別会議を開催してい
ると答えた場合は約６０％の地域包括支援センターが地域ケア推進会議を開催していると回答して
いるということが明らかになった（p＜．０５）。
（２）平成２８年調査の地域ケア個別会議の開催頻度と地域ケア推進会議の開催頻度の記述統計量
等
平成２８年調査の地域ケア個別会議の開催頻度と地域ケア推進会議の開催頻度の変数の分布と記
述統計量等を算出した結果、表－４に示す通り、地域ケア個別会議の開催頻度について、回答
が多い順に「年６回程度」が２２．６５％、「年２回程度」が１６．９６％、「年４回程度」が１４．８７％、「年
３回程度」が１２．５４％、「年１２回程度」が１２．４３％、「年１３回以上」が１１．２７％、「年１回程度」が６．１６％、
「N.A」が３．１４％であった。
地域ケア推進会議の開催頻度では、回答が多い順に「年２回程度」が２４．３９％、「年１回程度」
が２１．６０％、「年３回程度」が１４．７１％、「年１２回程度」が１２．１０％、「年４回程度」が１０．０６％、「年
６回程度」が９．８７％、「年１３回以上」が３．５４％、「N.A」が３．７２％であった。
地域ケア個別会議と地域ケア推進会議を比較すると、地域ケア個別会議では、「年４回程度」
から「年１３回以上」までの合計が６０％を越えており、そのうち「年１２回程度」と「年１３回以上」
の合計が２３．７０％であり、回答者の約２割以上が月１回以上の頻度で地域ケア個別会議を開催し
ていることが明らかになった。また、地域ケア推進会議では、「年１回程度」から「年３回程度」
までの合計が６０％を越えていることが明らかになる一方、「年１２回程度」と「年１３回以上」の合
計が１５．６４％であり、回答者の約２割程度が月１回以上、地域ケア推進会議を開催しているとい
うことが明らかになった。
また、両会議の開催頻度の記述統計量を算出した結果、地域ケア個別会議の平均値は４．１７、S.D.
は１．７８、歪度は－０．０８、尖度は－１．０５であり、地域ケア推進会議では、平均値は３．１３、S.D.は１．８４、
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歪度は０．５３、尖度は－０．９６であった。
（３）地域ケア個別会議の開催頻度と地域ケア推進会議の開催頻度の関係
次に、地域ケア個別会議と地域ケア推進会議の開催頻度の関係についてみるために、「地域ケ
ア個別会議の開催頻度」と「地域ケア推進会議の開催頻度」についてピアソンの積率相関係数を
算出すると、正の相関関係（r＝．２９４）があることが明らかになった。
（４）地域ケア個別会議の評価と地域ケア推進会議の評価の記述統計量等
地域ケア個別会議の評価と地域ケア推進会議の評価の変数の分布と記述統計量を算出した結果、
表－５に示す通り、地域ケア個別会議の項目の分布についてみてみると、「（１）地域ケア個別
会議の目的が文章によって明確になっている。」では、「そう思う」が４７．５２％、「ややそう思う」
が３３．９０％、「あまりそう思わない」が１２．９１％、「そう思わない」が４．２６％、「N.A.」が１．４２％で
あった。「（２）地域ケア個別会議の目的が関係者によって共有できている。」では、「そう思う」
が４４．８２％、「ややそう思う」が４５．３９％、「あまりそう思わない」が８．２３％、「そう思わない」が
０．７１％、「N.A.」が０．８５％であった。「（３）地域ケア個別会議では、個人情報の保護に留意して
いる」では、「そう思う」が７３．３３％、「ややそう思う」が２４．２６％、「あまりそう思わない」が１．７０％、
「そう思わない」が０．１４％、「N.A.」が０．５７％であった。「（４）地域ケア個別会議では、個別ケー
スの支援について検討できている」では「そう思う」が６４．５４％、「ややそう思う」が３１．３５％、「あ
まりそう思わない」が２．８４％、「そう思わない」が０．４３％、「N.A.」が０．８５％であった。「（５）地
域ケア個別会議では、個別ケースの検討を通して、地域課題を把握できている」では「そう思う」
が１９．８６％、「ややそう思う」が５１．０６％、「あまりそう思わない」が２５．８２％、「そう思わない」が
２．４１％、「N.A.」が０．８５％であった。「（６）地域ケア個別会議では、個別ケースの検討を通して、
政策提言ができている」では「そう思う」が６．５２％、「ややそう思う」が１９．５７％、「あまりそう
思わない」が４３．１２％、「そう思わない」が２９．７９％、「N.A.」が０．９９％であった。これら６つの項
地域ケア個別会議の開催頻度（n＝８６１） 度数 ％ 地域ケア推進会議の開催頻度（n＝５３７） 度数 ％
年１回程度（１点） ５３
年２回程度（２点） １４６
年３回程度（３点） １０８
年４回程度（４点） １２８
年６回程度（５点） １９５
年１２回程度（６点） １０７
年１３回以上（７点） ９７
N.A. ２７
６．１６
１６．９６
１２．５４
１４．８７
２２．６５
１２．４３
１１．２７
３．１４
１１６
１３１
７９
５４
５３
６５
１９
２０
２１．６０
２４．３９
１４．７１
１０．０６
９．８７
１２．１０
３．５４
３．７２
平均値 ８３４
S.D. ８３４
歪度 ８３４
尖度 ８３４
４．１７
１．７８
－０．０８
－１．０５
５１７
５１７
５１７
５１７
３．１３
１．８４
０．５３
－０．９６
表－４ 地域ケア会議等の開催頻度の記述統計量等
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目の記述統計量についてみてみると、平均値は２．０３から３．７２の範囲に、標準偏差は０．５０から０．８７
の範囲に、歪度は－１．５６から０．５４の範囲に、尖度は－０．３９から１．９４の範囲にあった。地域ケア個
別会議の評価の項目「（１）」から「（５）」までの５つの項目では、「ややそう思う」と「そう思
う」の合計が７割以上である一方、「（６）」の項目では「ややそう思う」と「そう思う」の合計
が約３割程度であった。
地域ケア推進会議の項目の分布についてみてみると、「（１）地域ケア推進会議の目的が文章に
よって明確になっている。」は、「そう思う」が５２．５０％、「ややそう思う」が３３．１８％、「あまりそ
う思わない」が１１．１４％、「そう思わない」が２．２７％、「N.A.」が０．９１％であった。「（２）地域ケ
ア推進会議の目的が関係者によって共有できている。」は、「そう思う」が３９．３２％、「ややそう思
う」が４２．５０％、「あまりそう思わない」が１５．００％、「そう思わない」が２．０５％、「N.A.」が１．１４％
であった。「（３）地域ケア推進会議では、地域課題を把握できている」は、「そう思う」が３０．６８％、
「ややそう思う」が４１．５９％、「あまりそう思わない」が２３．６４％、「そう思わない」が３．１８％、「N.
A.」が０．９１％であった。「（４）地域ケア推進会議では、政策提言ができている」は「そう思う」
が１３．１８％、「ややそう思う」が２８．６４％、「あまりそう思わない」が４０．６８％、「そう思わない」が
１６．３６％、「N.A.」が１．１４％であった。これら４つの項目の記述統計量についてみてみると、平均
値は２．３９から３．３７の範囲に、標準偏差は０．７７から０．９２の範囲に、歪度は－１．０５から０．２０の範囲に、
尖度は－０．７６から０．４３の範囲にあった。地域ケア推進会議の評価の項目「（１）」から「（３）」ま
での変数では、「ややそう思う」と「そう思う」の合計が７割以上である一方、「（６）」の項目で
は「ややそう思う」と「そう思う」の合計が約４割程度であった。
地域ケア個別会議の評価と地域ケア推進会議の評価を比較すると、目的文章明確と目的関係者
共有に関する項目は、各測定値に数％程度の差が見られる一方、地域課題把握に関する項目につ
いては、「そう思う」では地域ケア推進会議は３０．６８％、地域ケア個別会議は１９．８６％であり１０．８２％
の差、「ややそう思う」では地域ケア推進会議は４１．５９％、地域ケア個別会議は５１．０６％であり９．４７％
の差が見られ、「そう思う」と「ややそう思う」に１０％程度の差が見られた。また、政策提言に
関する項目では、「そう思う」について地域ケア推進会議は１３．１８％、地域ケア個別会議は６．５２％
であり、６．６６％の差、「ややそう思う」は地域ケア推進会議は２８．６４％、地域ケア個別会議は１９．５７％
であり、９．０７％の差、「そう思わない」について地域ケア推進会議は１６．３６％、地域ケア個別会議
は２９．７９％であり、１３．４３％の差が見られ、測定値に約１０％程度の差があることが明らかになった。
これらのことから、地域ケア個別会議と地域ケア推進会議いずれも、多くの変数に対して過半
数以上の回答者が評価が高いということが明らかになったが、「政策提言」に関する変数では両
会議の評価が低く、その中でも地域ケア推進会議が、地域ケア個別会議よりわずかに評価が高い
という結果がみられた。
また、記述統計量の算出から、地域ケア個別会議の個人情報保護留意と個別支援検討の項目は
歪度が－１．００以上と尖度が１．００以上であり、平均値より高い方に偏っていることに加えて平均値
周辺にデータが集まっていることが明らかになった。また、地域ケア推進会議の目的文章明確の
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項目は歪度が－１．００以上であり、平均値より高い方に偏りがみられることが明らかになった。
４．地域ケア会議等の開催状況の分類別にみた地域ケア会議等の開催頻度と地域ケア会議等の評
価の記述統計量等
（１）地域ケア会議等の開催状況の分類
地域ケア個別会議開催状況と地域ケア推進会議開催状況のクロス集計による結果をもとに、両
会議開催している地域包括支援センターは「両会議開催」、地域ケア個別会議を開催し、地域ケ
ア推進会議を開催していない地域包括支援センターは「個別会議のみ開催」、地域ケア推進会議
を開催し、地域ケア個別会議を開催していない地域包括支援センターは「推進会議のみ開催」、
地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議ともに開催していない地域包括支援センターは「両会議
開催なし」の４つに分類した。
（２）地域ケア会議等の開催状況の分類別にみた地域ケア個別会議の開催頻度の記述統計量
地域ケア会議等の開催状況の分類別に、地域ケア個別会議の開催頻度の記述統計量を算出した
結果、表－６に示すように、地域ケア個別会議の開催頻度について、「両会議開催」は４．２８点
であり、「個別会議のみ開催」は４．０３点であり、「両会議開催」の平均値が「個別会議のみ開催」
地域ケア個別会議の評価
目的文章明確（n＝７０５） 目的関係者共有（n＝７０５） 個人情報保護留意（n＝７０５） 個別支援検討（n＝７０５） 地域課題把握（n＝７０５） 政策提言（n＝７０５）
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
そう思わない（１点）
あまりそう思わない（２点）
ややそう思う（３点）
そう思う（４点）
N.A.
３０
９１
２３９
３３５
１０
４．２６
１２．９１
３３．９０
４７．５２
１．４２
５
５８
３２０
３１６
６
０．７１
８．２３
４５．３９
４４．８２
０．８５
１
１２
１７１
５１７
４
０．１４
１．７０
２４．２６
７３．３３
０．５７
３
２０
２２１
４５５
６
０．４３
２．８４
３１．３５
６４．５４
０．８５
１７
１８２
３６０
１４０
６
２．４１
２５．８２
５１．０６
１９．８６
０．８５
２１０
３０４
１３８
４６
７
２９．７９
４３．１２
１９．５７
６．５２
０．９９
平均値
S.D.
歪度
尖度
６９５
６９５
６９５
６９５
３．２６
０．８５
－０．９６
０．１６
６９９
６９９
６９９
６９９
３．３５
０．６６
－０．６９
０．０６
７０１
７０１
７０１
７０１
３．７２
０．５０
－１．５６
１．９４
６９９
６９９
６９９
６９９
３．６１
０．５７
－１．２９
１．４５
６９９
６９９
６９９
６９９
２．８９
０．７４
－０．１９
－０．３８
６９８
６９８
６９８
６９８
２．０３
０．８７
０．５４
－０．３９
地域ケア推進会議の評価
目的文章明確（n＝４４０） 目的関係者共有（n＝４４０） 地域課題把握（n＝４４０） 政策提言（n＝４４０）
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
そう思わない（１点）
あまりそう思わない（２点）
ややそう思う（３点）
そう思う（４点）
N.A.
１０
４９
１４６
２３１
４
２．２７
１１．１４
３３．１８
５２．５０
０．９１
９
６６
１８７
１７３
５
２．０５
１５．００
４２．５０
３９．３２
１．１４
１４
１０４
１８３
１３５
４
３．１８
２３．６４
４１．５９
３０．６８
０．９１
７２
１７９
１２６
５８
５
１６．３６
４０．６８
２８．６４
１３．１８
１．１４
平均値
S.D.
歪度
尖度
４３６
４３６
４３６
４３６
３．３７
０．７７
－１．０５
０．４３
４３５
４３５
４３５
４３５
３．２０
０．７７
－０．６４
－０．２１
４３６
４３６
４３６
４３６
３．０１
０．８２
－０．３６
－０．６６
４３５
４３５
４３５
４３５
２．３９
０．９２
０．２０
－０．７６
表－５ 地域ケア会議等の評価の度数と記述統計量
地域ケア個別会議に関する評価
：「地域ケア個別会議の目的が文章によって明確になっている」
：「地域ケア個別会議の目的が関係者によって共有できている」
：「地域ケア個別会議では、個人情報の保護に留意している」
：「地域ケア個別会議では、個別ケースの支援について検討できている」
：「地域ケア個別会議では、個別ケースの検討を通して、地域課題を把握できている」
：「地域ケア個別会議では、個別ケースの検討を通して、政策提言ができている」
地域ケア推進会議に関する評価
：「地域ケア推進会議の目的が文章によって明確になっている」
：「地域ケア推進会議の目的が関係者によって共有できている」
：「地域ケア推進会議では、地域課題を把握できている」
：「地域ケア推進会議では、政策提言ができている」
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より０．２５点高かった。
（３）地域ケア会議等の開催状況の分類別にみた地域ケア推進会議の開催頻度の記述統計量
地域ケア会議等の開催状況の分類別にみた、地域ケア推進会議の開催頻度の記述統計量を算出
した結果、表－７に示すように、地域ケア推進会議の開催頻度について、「両会議開催」と「推
進会議のみ開催」の平均値に統計的に有意な差がみられたが、「両会議開催」は３．０８点、「推進会
議のみ開催」は３．７３点の０．６５点の差であり、「推進会議のみ開催」の平均値が「両会議開催」よ
りわずかに高かった。
（４）地域ケア会議等の開催状況の分類と地域ケア会議等の評価との関係
地域ケア会議等の開催状況の分類別に地域ケア会議等の評価の記述統計量を算出した結果、表
－８に示す通り、「両会議開催」と「個別会議のみ開催」の地域ケア個別会議の評価の記述統
計量等については、（１）目的文章明確では、「両会議開催」が３．３０点、「個別会議のみ開催」が
３．１９点であり、０．１１点の差がみられた。（２）目的関係者共有では「両会議開催」が３．３８点、「個
別会議のみ開催」が３．２８点であり、０．１０点の差がみられた。（３）個人情報保護留意では、「両会
議開催」が３．７３点、「個別会議のみ開催」が３．６９点であり、０．０４点の差がみられた。（４）個別支
援検討では、「両会議開催」が３．６５点、「個別会議のみ開催」が３．５７点であり、０．０８点の差がみら
れた。（５）地域課題把握では、「両会議開催」と「個別会議のみ開催」の平均値に統計的に有意
な差がみられたが、「両会議開催」が２．９７点、「個別会議のみ開催」が２．７７点であり、０．２０点の差
があることが明らかになった。（６）政策提言では、「両会議開催」と「個別会議のみ開催」の平
均値に統計的に有意な差がみられたが、「両会議開催」が２．１４点、「個別会議のみ開催」が１．８７点
であり、０．２７点の差が見られることが明らかになった。これらから、地域ケア個別会議の評価の
全ての項目で「両会議開催」が「個別会議のみ開催」よりわずかに平均値が高いことが明らかに
なった。
また、「両会議開催」と「推進会議のみ開催」の地域ケア推進会議の評価の記述統計量につい
ては、（１）目的文章明確では、「両会議」が３．３８点、「推進会議のみ開催」が３．３２点であり、０．０６
度数 最小値 最大値 平均値 S.D. 歪度 尖度
両会議開催
個別会議のみ開催
４７５
３１７
１
１
７
７
４．２８
４．０３
１．８０４
１．７６９
－０．１１９
－０．０２６
－１．０５７
－１．０７０
｜t｜＝１．９２２，d.f.＝７９０，n.s.
度数 最小値 最大値 平均値 S.D. 歪度 尖度
両会議開催
推進会議のみ開催
４７３
４０
１
１
７
７
３．０８
３．７３
１．８３５
１．８２６
０．５７８
０．１３８
－０．９３２
－０．９１９
｜t｜＝２．１４１，d.f.＝５１１，p＜．０５
表－６ 地域ケア会議等の開催状況の分類別にみた地域ケア個別会議の開催頻度の記述統計量
表－７ 地域ケア会議等の開催状況の分類別にみた地域ケア推進会議の開催頻度の記述統計量
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点の差がみられた。（２）目的関係者共有では「両会議開催」が３．２２点、「推進会議のみ開催」が
３．０８点であり、０．１４点の差がみられた。（３）地域課題把握では「両会議開催」が３．０３点、「推進
会議のみ開催」が２．８２点であり、０．２１点の差がみられた。（４）政策提言では、「両会議開催」が
２．４１点、「推進会議のみ開催」が２．１６点であり、０．２５点の差がみられることが明らかになった。
これらのことから、地域ケア推進会議の評価の全ての項目で「両会議開催」が「推進会議のみ開
催」よりわずかに平均値が高いことがわかった。
地域ケア個別会議の評価と地域ケア推進会議の評価について、「両会議開催」の地域包括支援
センターが、特定の会議のみ開催している地域包括支援センターより、評価の平均値がわずかに
高いということを明らかにすることができた。
３．地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議の構成員の比較
地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議の構成員の記述統計量を算出し、指摘率の高い上位５５
職種の構成員を一覧表にした（表－９）。
「地域ケア個別会議の構成員」としては「地域包括支援センターの社会福祉士」が８４．２５％、「地
域包括支援センターの主任介護支援専門員」が８１．８０％、「居宅介護支援事業者の介護支援専門員」
が８０．２８％、「民生委員・児童委員」が７９．５８％、「地域包括支援センターの保健師」が７７．７１％、「訪
問介護事業者の訪問介護員」が６４．５３％、「地域包括支援センターのセンター長」が６０．３３、「通所
介護事業者の介護職員」が５７．７６％、「市区町村の保健師」が５４．３８％、「市区町村社会福祉協議会
の職員」が５２．３９％の順に指摘率が高いということが明らかになった。
「地域ケア推進会議の構成員」については、「地域包括支援センターの社会福祉士」が７４．８６％、
「地域包括支援センターの保健師」が７２．８０％、「地域包括支援センターの主任介護支援専門員」
が７０．３６％、「地域包括支援センターのセンター長」が７０．１７％、「民生委員・児童委員」が６６．７９％、
「市区町村社会福祉協議会の職員」が５８．３５％、「居宅介護支援事業者の介護支援専門員」が５５．１６％、
「市区町村の事務職員」が５３．８５％、「市区町村の保健師」が５０．２８％、「居宅介護支援事業者の管
地域ケア個別会議 度数 平均 S.D. 歪度 尖度 ｜t｜ d.f. 検定 地域ケア推進会議 度数 平均 S.D. 歪度 尖度 ｜t｜ d.f. 検定
目的文章明確
両会議開催
個別会議のみ開催
６５８
３９３
２６５
３．２５
３．３０
３．１９
０．８５２
０．８５１
０．８５１
－０．９４１
－１．０３０
－０．８２５
０．０９９
０．２５３
－０．０４４
１．５１９ ６５６ n.s. 目的文章明確
両会議開催
推進会議のみ開催
４３２
３９４
３８
３．３７
３．３８
３．３２
０．７７２
０．７７２
０．７７５
－１．０５１
－１．０６１
－０．９９６
０．４５０
０．４５４
０．６９７
０．４５６ ４３０ n.s.
目的関係者共有
両会議開催
個別会議のみ開催
６６２
３９５
２６７
３．３４
３．３８
３．２８
０．６５７
０．６６７
０．６３８
－０．６２７
－０．７７４
－０．４１８
－０．０５１
０．１６２
－０．２４８
１．８８０ ６６０ n.s. 目的関係者共有
両会議開催
推進会議のみ開催
４３１
３９３
３８
３．２０
３．２２
３．０８
０．７７２
０．７７７
０．７１２
－０．６４３
－０．６９２
－０．１１６
－０．２２４
－０．１４２
－０．９４１
１．０４８ ４２９ n.s.
個人情報保護留意
両会議開催
個別会議のみ開催
６６４
３９６
２６８
３．７１
３．７３
３．６９
０．５０１
０．５０５
０．４９６
－１．５３３
－１．７７７
－１．１７５
１．８７０
３．０５０
０．１９９
１．０２７ ６６２ n.s. 地域課題把握
両会議開催
推進会議のみ開催
４３２
３９４
３８
３．０１
３．０３
２．８２
０．８２４
０．８１６
０．８９６
－０．３６２
－０．３５７
－０．３３１
－０．６６２
－０．６８９
－０．５６０
１．４９９ ４３０ n.s.
個別支援検討
両会議開催
個別会議のみ開催
６６２
３９５
２６７
３．６１
３．６５
３．５７
０．５６０
０．５５７
０．５６１
－１．２０８
－１．３８９
－０．９７０
１．０５８
１．４６１
０．６７８
１．８０８ ６６０ n.s. 政策提言
両会議開催
推進会議のみ開催
４３１
３９３
３８
２．３９
２．４１
２．１６
０．９１５
０．９０５
１．００１
０．１９８
０．１７８
０．５２１
－０．７５８
－０．７３５
－０．６９６
１．６２２ ４２９ n.s.
地域課題把握
両会議開催
個別会議のみ開催
６６２
３９６
２６６
２．８９
２．９７
２．７７
０．７３７
０．７２２
０．７４５
－０．１８７
－０．２３９
－０．０９８
－０．３６９
－０．３２４
－０．３７４
３．４１３５５６．１３４ **
（６）政策提言
両会議開催
個別会議のみ開催
６６１
３９６
２６５
２．０３
２．１４
１．８７
０．８７５
０．８７９
０．８４５
０．５４０
０．４２２
０．７４９
－０．４００
－０．４９９
－０．０５４
３．９４４ ６５９ ***
* p＜．０５ **p＜．０１ ***p＜．００１n.s.: not significant
表－８ 地域ケア会議等の開催状況の分類別にみた地域ケア会議等の評価の記述統計量
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表－９ 地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議の構成員の上位５５職種（M.A）
地域ケア個別会議の構成員（各々 n＝８５７） 頻度 指摘率 地域ケア推進会議の構成員（各々 n＝５３３） 頻度 指摘率
包括＿社会福祉士
包括＿主任介護支援専門員
居宅＿介護支援専門員
民生委員・児童委員
包括＿保健師
訪問介護事業者＿訪問介護員
包括＿センター長
通所介護事業者＿介護職員
市区町村＿保健師
市区町村社協＿職員
７２２
７０１
６８８
６８２
６６６
５５３
５１７
４９５
４６６
４４９
８４．２５
８１．８０
８０．２８
７９．５８
７７．７１
６４．５３
６０．３３
５７．７６
５４．３８
５２．３９
包括＿社会福祉士
包括＿保健師
包括＿主任介護支援専門員
包括＿センター長
民生委員・児童委員
市区町村社協＿職員
居宅＿介護支援専門員
市区町村＿事務職員
市区町村＿保健師
居宅＿管理者
３９９
３８８
３７５
３７４
３５６
３１１
２９４
２８７
２６８
２３６
７４．８６
７２．８０
７０．３６
７０．１７
６６．７９
５８．３５
５５．１６
５３．８５
５０．２８
４４．２８
訪問看護事業者＿看護師
利用者家族親族
市区町村＿事務職員
居宅＿管理者
福祉用具貸与事業者＿福祉用具専門相談員
自治会・町内会
病院＿社会福祉士
病院＿看護師
保健所＿保健師
市区町村＿社会福祉士
保健センター＿保健師
福祉事務所＿現業員
近隣住民
診療所＿医師
警察署＿警察官
老健＿相談員
介護老人福祉施設＿相談員
薬局＿薬剤師
病院＿医師
小規模多機能＿管理者
診療所＿看護師
訪問リハビリ事業者＿理学療法士
病院＿精神保健福祉士
地域住民
通所リハビリ事業者＿理学療法士
小規模多機能＿介護支援専門員
認知症対応型＿管理者
司法書士
弁護士
行政関係その他
小規模多機能＿相談員
老人会
他包括＿主任介護支援専門員
介護療養型＿相談員
認知症対応型＿相談員
医師会＿医師
他包括＿社会福祉士
病院＿理学療法士
訪問リハビリ事業者＿作業療法士
ボランティア
通所リハビリ事業者＿作業療法士
他包括＿保健師
介護老人福祉施設＿介護支援専門員
認知症対応型＿介護支援専門員
その他
４１４
３８９
３７９
３２８
２９０
２７３
２７１
２５６
２３９
２３３
２３２
２３２
２２７
２２５
２１３
１９８
１９８
１９５
１８３
１７７
１７２
１６８
１４８
１４８
１４６
１４２
１３４
１３０
１２４
１１９
１０７
１０４
１０３
１０１
１００
９７
９７
９４
９０
８６
８５
８５
８４
８０
７９
４８．３１
４５．３９
４４．２２
３８．２７
３３．８４
３１．８６
３１．６２
２９．８７
２７．８９
２７．１９
２７．０７
２７．０７
２６．４９
２６．２５
２４．８５
２３．１０
２３．１０
２２．７５
２１．３５
２０．６５
２０．０７
１９．６０
１７．２７
１７．２７
１７．０４
１６．５７
１５．６４
１５．１７
１４．４７
１３．８９
１２．４９
１２．１４
１２．０２
１１．７９
１１．６７
１１．３２
１１．３２
１０．９７
１０．５０
１０．０４
９．９２
９．９２
９．８０
９．３３
９．２２
訪問介護事業者＿訪問介護員
通所介護事業者＿介護職員
薬局＿薬剤師
訪問看護事業者＿看護師
自治会・町内会
診療所＿医師
歯科診療所＿歯科医師
医師会＿医師
病院＿医師
老人会
保健センター＿保健師
保健所＿保健師
他包括＿センター長
市区町村＿社会福祉士
警察署＿警察官
小規模多機能＿管理者
他包括＿社会福祉士
病院＿社会福祉士
他包括＿主任介護支援専門員
福祉用具貸与事業者＿福祉用具専門相談員
病院＿看護師
他包括＿保健師
介護老人福祉施設＿相談員
認知症対応型＿管理者
訪問リハビリ事業者＿理学療法士
老健＿相談員
通所リハビリ事業者＿理学療法士
福祉事務所＿現業員
介護老人福祉施設＿施設長
地域関係その他
ボランティア
小規模多機能＿介護支援専門員
その他
病院＿理学療法士
診療所＿看護師
消防署＿消防士
福祉関係その他
病院＿精神保健福祉士
地域住民
司法書士
行政関係＿その他
弁護士
小規模多機能＿相談員
認知症対応型＿相談員
介護老人福祉施設＿介護支援専門員
２１２
２０１
１９８
１９７
１８６
１５８
１５７
１５２
１４１
１３９
１３５
１２７
１１９
１１４
１１３
１０９
１０９
１０８
１０３
９７
９７
９５
９５
９４
８９
８６
７９
７３
７１
６８
６６
６６
６４
６３
６２
５８
５７
５７
５６
５５
５２
５１
４７
４６
４５
３９．７７
３７．７１
３７．１５
３６．９６
３４．９０
２９．６４
２９．４６
２８．５２
２６．４５
２６．０８
２５．３３
２３．８３
２２．３３
２１．３９
２１．２０
２０．４５
２０．４５
２０．２６
１９．３２
１８．２０
１８．２０
１７．８２
１７．８２
１７．６４
１６．７０
１６．１４
１４．８２
１３．７０
１３．３２
１２．７６
１２．３８
１２．３８
１２．０１
１１．８２
１１．６３
１０．８８
１０．６９
１０．６９
１０．５１
１０．３２
９．７６
９．５７
８．８２
８．６３
８．４４
※（省略）包括→地域包括支援センター、居宅→居宅介護支援事業者、市区町村社協→市区町村社会福祉協議会、通所リハ
ビリ事業者→通所リハビリテーション事業者、訪問リハビリ事業者→訪問リハビリテーション事業者、小規模多機能→小規
模多機能型居宅介護事業者、認知症対応型→認知症対応型共同生活介護事業者、他包括→他の地域包括支援センター、介護
療養型→介護療養型医療施設、在介→在宅介護支援センター、老健→介護老人保健施設
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理者」が４４．２８％の順に指摘率が高いということが明らかになった。
地域ケア個別会議の構成員と地域ケア推進会議の構成員を比較すると、地域ケア個別会議では
「地域包括支援センターの社会福祉士」は８４．２５％と最も多く、同じく地域ケア推進会議でも「地
域包括支援センターの社会福祉士」は７４．８６％と最も多いことが明らかになった。また、地域ケ
ア個別会議では、「地域包括支援センターの社会福祉士」「地域包括支援センターの主任介護支援
専門員」、「居宅介護支援事業者の介護支援専門員」が回答者の８割以上が回答しているというこ
とが明らかになった。地域ケア推進会議では、「地域包括支援センターの社会福祉士」「地域包括
支援センターの保健師」「地域包括支援センターの主任介護支援専門員」「地域包括支援センター
長」が回答者の７割以上が回答していることが分かった。特に、地域ケア個別会議と地域ケア推
進会議に違いが見られる構成員は「居宅介護支援事業者の介護支援専門員」が地域ケア個別会議
では８０．２８％、地域ケア推進会議では５５．１６％であり、２５．１２％の差、「訪問介護事業者の介護職員」
が地域ケア個別会議では６４．５３％、地域ケア推進会議では３９．７７％と２４．７６％の差、「通所介護事業
者の介護職員」が地域ケア個別会議では５７．５６％、地域ケア推進会議では３７．７１％と１９．８５％の差、
「薬局の薬剤師」が地域ケア個別会議では２２．７５％、地域ケア推進会議では３７．１５％であり１４．４０％
の差、「医師会の医師」が地域ケア個別会議では１１．３２％、地域ケア推進会議では２８．５２％であり
１７．２０％の差があることが明らかになった。
．考 察
本研究では、地域ケア会議に焦点を当てて、平成２６年調査と平成２８年調査における地域ケア会
議等の開催状況について経年比較を行うとともに、平成２８年調査の地域ケア個別会議と地域ケア
推進会議の実際を記述的に明らかにすることを目的とした。
（１）地域ケア会議等の記述統計量の経年比較
平成２６年調査と平成２８年調査の地域ケア会議等の開催状況に関して、平成２６年調査の地域ケア
会議の開催状況は約８割程度であったのに対して、平成２８年調査の地域ケア個別会議では約９割
の地域包括支援センターが開催しており、約１割の増加の傾向が見られる一方、地域ケア推進会
議については、約６割程度の地域包括支援センターが開催していることが明らかになった。具体
的な開催頻度については、平成２６年調査と比較して、平成２８年調査の地域ケア個別会議の開催頻
度がわずかに増加していることが明らかになり、地域ケア推進会議では、平成２６年調査と地域ケ
ア個別会議と比較して、年１回、年２回程度の開催が多いということを明らかにすることができ
た。
また、地域ケア会議等の開催主催では、平成２６年調査、平成２８年調査ともに地域包括支援セン
ターによる開催が多かったが、地域ケア推進会議では、市区町村が地域ケア推進会議を開催する
比率が高いということを明らかにすることができた。司会者に関しては、平成２６年調査、地域ケ
奥村・潮谷・永田・吉田・宮野・地域包括支援センターにおける地域ケア会議に関する一研究
－地域包括支援センターに関する全国調査結果の経年比較に焦点を当てて－
―５４―
ア個別会議では、主任介護支援専門員が司会をする回答が最も多く、地域ケア推進会議では、地
域包括支援センター長が司会をする回答が最も多かった。また、地域ケア推進会議では市区町村
職員による司会が、平成２６年調査と地域ケア個別会議より比率が高いということを明らかにする
ことができた。地域ケア推進会議の開催主催や司会者に対して行政関係者の回答数が多いのは、
地域ケア推進会議は市区町村レベルで開催することが想定されているために、行政関係者が関わ
ることが多くなるのではないだろうか。
（２）平成２８年調査の地域ケア個別会議と地域ケア推進会議の記述統計量
「地域ケア個別会議の開催状況」と「地域ケア推進会議の開催状況」のクロス集計を行った結
果、地域ケア個別会議を開催していないと答えた地域包括支援センターのうち、地域ケア推進会
議を開催していない比率が周辺度数の比率より高いことから、約５３％の地域包括支援センターが
地域ケア推進会議を開催していないと回答していることが明らかになった。また、地域ケア個別
会議を開催していると回答した地域包括支援センターのうち、約６０％の地域包括支援センターが
地域ケア推進会議を開催していると回答していることから、地域ケア個別会議を開催している地
域包括支援センターは、地域ケア推進会議も開催する比率が高くなる傾向にあり、地域ケア個別
会議を開催していない地域包括支援センターは、地域ケア推進会議も開催しない比率が高くなる
傾向にあるということが示唆された。
また、平成２８年調査の地域ケア個別会議の開催頻度と地域ケア推進会議の開催頻度を比較する
と、地域ケア個別会議では、「年４回程度」から「年１３回以上」までの合計が６割を越えている
一方、地域ケア推進会議では、「年１回程度」から「年３回程度」までの合計が６割以上という
結果がみられ、地域ケア個別会議と地域ケア推進会議では、月に１回以上開催している地域包括
支援センターが約２割程度いるということが明らかになった。分布から、地域ケア個別会議、地
域ケア推進会議ともに、定期的に開催できている地域包括支援センターと不定期に開催している
地域包括支援センターの存在が明らかになった。加えて、地域ケア個別会議の開催頻度と地域ケ
ア推進会議の開催頻度に正の相関関係が見られたことから、地域ケア個別会議の開催頻度と地域
ケア推進会議の開催頻度に関連があるということが示唆された。
また、平成２８年調査の地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議の評価について、地域ケア個別
会議と地域ケア推進会議いずれも、ほとんどの項目に対して、多くの回答者が高く評価をしてい
るということが分かったが、「政策提言」に関する項目では両会議の評価が低いという結果となっ
た。
（３）地域ケア会議等の開催状況の分類と地域ケア会議等の開催頻度と地域ケア会議等の評価
地域ケア会議等の開催状況の分類別に、地域ケア会議等の開催頻度と地域ケア会議等の評価の
記述統計量について算出した結果、地域ケア個別会議の開催頻度について、「両会議開催」して
いる地域包括支援センターが、「個別会議のみ開催」している地域包括支援センターに比して、
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平均値がわずかに高いことが明らかになった。また、地域ケア推進会議の開催頻度については、
「推進会議のみ開催」している地域包括支援センターが、「両会議開催」している地域包括支援
センターに比して平均値がわずかに高い結果となった。
地域ケア会議等の評価について、「両会議開催」している地域包括支援センターが「個別会議
のみ開催」「推進会議のみ開催」の地域包括支援センターより、平均値がわずかに高いことが明
らかになった。
（４）地域ケア会議の構成員について
平成２８年調査の地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議の構成員の記述統計量の結果から、両
会議共に、地域包括支援センターの社会福祉士が最も多いということを明らかにすることができ
た。また、地域包括支援センター関係職種や、民生委員・児童委員は両会議ともに回答者の７割
以上が回答していることが明らかになった。地域ケア個別会議と地域ケア推進会議の構成員の比
較では、地域ケア個別会議では、「居宅介護支援事業者の介護支援専門員」や「訪問介護事業者
の訪問介護員」「通所介護事業者の介護職員」の回答が多く見られる一方、地域ケア推進会議で
は「訪問看護事業者の看護師」、「薬局の薬剤師」、「歯科診療所の歯科医師」「医師会の医師」等
が多く見られることが明らかになった。これらのことから、地域ケア個別会議では、個別ケース
の検討に係る実務者が中心になって構成され、地域ケア推進会議においては、これらの実務者や
様々な機関の代表者等が参加しており、両会議の目的や趣旨を踏まえながら、構成員が調整され
ていることが推察できよう。今後は、奥村ら（２０１７a）の先行研究と本研究結果を踏まえて、地
域ケア会議等の主要な構成員を抽出し、質問項目の精度を高めていくことが求められる。
以上より、本研究結果から、平成２６年調査の地域ケア会議と平成２８年調査の地域ケア会議等で
は経年的な差がみられるとともに、平成２８年調査の地域ケア個別会議と地域ケア推進会議の実際
を記述的に明らかにすることができた。平成２８年調査の地域ケア個別会議では、平成２６年度より
開催状況が増加の傾向が見られたが、地域ケア推進会議については、開催していない地域包括支
援センターが約４割いることが明らかになった。また、地域ケア会議等のクロス集計の結果から、
地域ケア個別会議は開催できているが、地域ケア推進会議の開催に至っていない地域包括支援セ
ンターが約４割いるということも明らかになった。地域ケア会議等の評価について、両会議とも
に「目的文章明確」「目的を関係者と共有」「地域課題把握」等の項目に対して、多くの回答者が
高く評価をしている一方、「政策提言」に関する項目では両会議の評価が低いということが明ら
かになった。さらに、両会議開催している地域包括支援センターの評価と特定の会議のみ開催し
ている地域包括支援センターの評価を比較すると、ほとんどの項目に対して、両会議開催してい
る地域包括支援センターの評価がわずかに高いということが明らかになった。この分析結果につ
いては、両会議開催できている地域包括支援センターは、地域ケア会議開催の基盤整備が図られ
ているために地域ケア会議の評価が高いのではないかと考えられるが、本研究では何故かという
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本研究は、文部科学省の「平成２５年度未来医療研究人材養成拠点形成事業【テーマＢ】
リサーチマインドを持った総合診療医の養成」に係る研究成果の一部である。
問いについて明らかにしていないため、更なる検討が必要である。また、地域ケア個別会議及び
地域ケア推進会議の開催に課題を有する地域包括支援センターにおいて、両会議を有機的に機能
化させるために何が必要か、具体的に追究していくヒアリング調査やテキストデータによる分析
を実施することにより、実態を把握していくことが今後の課題として挙げられる。
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大幅に加筆訂正を行ったものであることを付記しておく。
※本研究のために実施された調査は、無作為抽出理論に基づく厳密なサンプリング調査ではなく、
全数調査であるため、参考までに結果では統計的な有意確率を示しているが、統計的な仮説検
定ということが本研究では、それほど大きな意味を有しておらず、むしろ測定された値そのも
のが意味を有していることに注意されたい。
文 献
一般財団法人長寿社会開発センター（２０１３）『地域ケア会議運営マニュアル』．
厚生労働省通知（２０１２）「地域包括支援センターの設置運営について」（平成１８年１０月１８日付け老計発第１０１８００１
号・老振発第１０１８００１号・老老発第１０１８００１号，一部改正：平成２４年３月３０日）．
厚生労働省通知（２０１３）「地域包括支援センターの設置運営について」（平成１８年１０月１８日付け老計発第１０１８００１
号・老振発第１０１８００１号・老老発第１０１８００１号，一部改正：平成２５年３月２９日）．
厚生労働省通知（２０１６）「地域包括支援センターの設置運営について」（平成１８年１０月１８日付け老計発第１０１８００１
号・老振発第１０１８００１号・老老発第１０１８００１号，一部改正：平成２８年１月１９日）．
三菱総合研究所（２０１１）「地域包括支援センターにおける業務実態に関する調査研究事業報告書」．
三菱総合研究所（２０１２）『地域包括支援センターにおける業務実態に関する調査事業報告書』．
三菱総合研究所（２０１３）『地域包括支援センターにおける業務実態や機能に関する調査事業報告書』．
三菱総合研究所（２０１４）「地域包括支援センターにおける業務実態に関する調査研究事業報告書」．
三菱総合研究所（２０１５）「地域包括支援センターにおける業務実態に関する調査研究事業報告書」．
三菱総合研究所（２０１６a）「地域支援事業の包括的支援事業及び任意事業における効果的な運営に関する調査研究
事業」．
三菱総合研究所（２０１６b）「市町村と地域包括支援センターの連携・効果的な運営に関する調査研究事業報告書」．
三菱総合研究所（２０１７）「市町村と地域包括支援センターの連携・効果的な運営に関する調査研究事業報告書」．
奥村あすか・潮谷有二・宮野澄男 ほか（２０１４）「地域包括支援センターに関する全国調査結果の概要－地域ケ
ア会議の開催要件に関する自由記述の分析－」『純心現代福祉研究 第１８号』，pp．８１‐８６．
奥村あすか・潮谷有二・宮野澄男 ほか（２０１６）「地域包括支援センターに関する全国調査結果の概要－地域ケ
ア会議の開催要件に関する自由記述の分析－」『純心人文研究 第２２号』，pp．３９‐５０．
純 心 人 文 研 究 第２４号 ２０１８
―５７―
（２０１７年１０月３１日 受理）
奥村あすか・潮谷有二・吉田麻衣 ほか（２０１７a）「平成２８年度地域包括支援センターに関する全国調査結果の概
要－地域ケア個別会議の開催要件に関する自由記述の分析」『純心現代福祉研究 地域包括支援システム調査
研究特集号』，pp．５９‐６５．
奥村あすか・潮谷有二・吉田麻衣 ほか（２０１７b）「平成２８年度地域包括支援センターに関する全国調査結果の概
要－地域ケア推進会議の開催要件に関する自由記述の分析」『純心現代福祉研究 地域包括支援システム調査
研究特集号』，pp．６７‐７３．
奥村あすか・潮谷有二・吉田麻衣 ほか（２０１７c）「平成 ２８年度地域包括支援センターに関する全国調査結果の
概要（その２）－医療介護総合確保推進法施行後の地域ケア会議に焦点を当てて－」『日本社会福祉学会第６５
回秋季大会』．
潮谷有二・宮野澄男・奥村あすか ほか（２０１４）「地域包括支援センターにおける業務実態等に関する調査」『純
心現代福祉研究 第１８号』，pp．３３‐７２．
潮谷有二・永田康浩・奥村あすか ほか（２０１７a）「長崎大学医学部と長崎純心大学人文学部現代福祉学科との共
修授業に関する授業評価尺度の開発－社会保障制度における地域包括ケアを支える医療と福祉人材の養成に関
する取り組み（その３）－」『純心人文研究 第２３号』，１pp．１５‐１３２．
潮谷有二・永田康浩・奥村あすか ほか（２０１７b）「平成２８年度地域包括支援センターに関する全国調査結果の概
要」『純心現代福祉研究 第２１号』，pp．１‐３８．
社会福祉法人全国社会福祉協議会，全国地域包括・在宅介護支援センター協議会（２０１１）『平成２２年度「地域包
括支援センター等による地域包括ケアを実践するネットワークの構築の進め方に関する調査研究事業」報告書』．
吉田麻衣・潮谷有二・奥村あすか ほか（２０１４）「地域包括支援センターに関する全国調査結果の概要─地域ケ
ア会議の主たる構成員に関する自由記述の分析─」『純心現代福祉研究 第１８号』，pp．７３‐８０．
URL
厚労省 HP１ http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000128233.pdf.
厚労省 HP２ http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12401000-Hokenkyoku-Soumuka/0000057828.pdf.
厚労省 HP３ http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000169398.pdf.
奥村・潮谷・永田・吉田・宮野・地域包括支援センターにおける地域ケア会議に関する一研究
－地域包括支援センターに関する全国調査結果の経年比較に焦点を当てて－
―５８―
